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(57)【要約】
【課題】非線形の送信信号を生成するための構成や、レ
ーダ部からの基準信号を不要としつつ、非線形信号を送
信するレーダ部の性能を適切に確認できるレーダパフォ
ーマンスモニタを提供する。
【解決手段】ＰＭ部（レーダパフォーマンスモニタ）３
０は、検波器３８と、応答信号生成部３１と、を備える
。検波器３８は、パルス圧縮レーダ装置１のレーダ部１
０が送信した、周波数の時間変化が非線形の送信信号を
受信する。応答信号生成部３１は、検波器３８が受信し
た送信信号への応答として、周波数の時間変化が線形の
応答信号を生成し、当該応答信号をレーダ部１０へ送信
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パルス圧縮レーダ装置のレーダ部が送信した、周波数の時間変化が非線形の送信信号を
受信する受信部と、
　前記受信部が受信した前記送信信号への応答として、周波数の時間変化が線形の応答信
号を生成し、当該応答信号を前記レーダ部へ送信する応答信号生成部と、
を備えることを特徴とするレーダパフォーマンスモニタ。
【請求項２】
　請求項１に記載のレーダパフォーマンスモニタであって、
　時間と周波数の関係を示すグラフにおいて、
　前記レーダ部が使用された時間に応じて前記送信信号の波形が遷移する方向と、前記応
答信号の傾きと、が一致することを特徴とするレーダパフォーマンスモニタ。
【請求項３】
　請求項２に記載のレーダパフォーマンスモニタであって、
　時間と周波数の関係を示すグラフにおいて、
　前記送信信号の波形は、中心周波数に該当する箇所を対称点とした点対称であり、
　前記応答信号の波形は、前記送信信号の中心周波数に該当する箇所に沿う直線であるこ
とを特徴とするレーダパフォーマンスモニタ。
【請求項４】
　請求項１から３までの何れか一項に記載のレーダパフォーマンスモニタであって、
　前記応答信号生成部は、前記応答信号の周波数の時間変化率を変更可能であることを特
徴とするレーダパフォーマンスモニタ。
【請求項５】
　請求項１から４までの何れか一項に記載のレーダパフォーマンスモニタであって、
　前記応答信号生成部は、前記応答信号の周波数を変更する機能である周波数スイープ機
能を有している位相同期回路を備えることを特徴とするレーダパフォーマンスモニタ。
【請求項６】
　請求項１から５までの何れか一項に記載のレーダパフォーマンスモニタと、
　前記送信信号を送信するとともに前記応答信号を受信して、当該応答信号に対して、前
記送信信号に基づいたパルス圧縮処理を行うレーダ部と、
を備えることを特徴とするパルス圧縮レーダ装置。
【請求項７】
　パルス圧縮レーダ装置のレーダ部から周波数の時間変化が非線形の送信信号を送信する
送信工程と、
　前記パルス圧縮レーダ装置のレーダパフォーマンスモニタで前記送信信号を受信する受
信工程と、
　前記レーダパフォーマンスモニタから、前記送信信号への応答として、周波数の時間変
化が線形の応答信号を前記レーダ部へ送信する応答工程と、
　前記応答信号に対して、前記送信信号に基づいたパルス圧縮処理を行う解析工程と、
を含むことを特徴とするレーダパフォーマンス測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主要には、レーダパフォーマンスモニタに関する。詳細には、周波数の時間
変化が非線形の信号を送信するレーダ装置に取り付けられるレーダパフォーマンスモニタ
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーダ装置が備える発振器や検波器等は、使用とともに劣化したり、外部からの強い信
号によって損傷したりすることがある。そこで、レーダ装置の送信強度及び受信感度が良
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好であるか否かを確認するために、当該レーダ装置にレーダパフォーマンスモニタが設け
られることがある。
【０００３】
　レーダパフォーマンスモニタは、レーダ装置のレーダ部が送信した送信信号を受信し、
応答信号をレーダ部へ送信する。この応答信号を解析した結果がレーダ装置の性能の確認
等に用いられる。特許文献１は、この種のレーダパフォーマンスモニタを開示する。
【０００４】
　特許文献１のレーダパフォーマンスモニタは、応答信号として、レーダ部の受信帯域を
含む所定の周波数範囲内で周波数を連続的に変化させる信号（いわゆるチャープ信号）を
送信する。この構成により、例えば応答信号の周波数が変化した場合であっても、応答信
号の送信帯域がレーダ部の受信帯域外となることを防ぐことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１１－４３３５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、近年では、パルス長が比較的長く、周波数が連続的に変化する信号を送信信
号として送信し、受信時にパルス圧縮処理を行う構成のパルス圧縮レーダ装置が知られて
いる。パルス圧縮レーダ装置の送信信号としては、周波数が線形に変化する信号（線形信
号）だけでなく、周波数が非線形に変化する信号（非線形信号）が用いられることがある
。
【０００７】
　ここで、従来では、非線形信号を送信するパルス圧縮レーダ装置が備えるレーダパフォ
ーマンスモニタは、送信信号と同様の応答信号を送信する必要があると考えられていた。
これは、非線形の送信信号を送信する場合、送信信号と応答信号とで周波数がズレている
と、レーダ部がパルス圧縮処理を行ってもピークの落ちた信号（又はピークのない信号）
が検出されるからである。
【０００８】
　そのため、レーダパフォーマンスモニタは、非線形の送信信号を生成するための構成（
Ｄ／Ａコンバータやミキサ等）を備える必要があった。更に、レーダパフォーマンスモニ
タは、送信信号と応答信号の周波数を一致させるために、レーダ部から基準信号を受信す
る必要があった。このように、非線形信号を送信するパルス圧縮レーダ装置が備えるレー
ダパフォーマンスモニタは、非常に複雑な構成となっていた。
【０００９】
　本発明は以上の事情に鑑みてされたものであり、その主要な目的は、非線形の送信信号
を生成するための構成や、レーダ部からの基準信号を不要としつつ、非線形信号を送信す
るレーダ部の性能を適切に確認できるレーダパフォーマンスモニタを提供することにある
。
【課題を解決するための手段及び効果】
【００１０】
　本発明の解決しようとする課題は以上の如くであり、次にこの課題を解決するための手
段とその効果を説明する。
【００１１】
　本発明の第１の観点によれば、以下の構成のレーダパフォーマンスモニタが提供される
。即ち、このレーダパフォーマンスモニタは、受信部と、応答信号生成部と、を備える。
前記受信部は、パルス圧縮レーダ装置のレーダ部が送信した、周波数の時間変化が非線形
の送信信号を受信する。前記応答信号生成部は、前記受信部が受信した前記送信信号への
応答として、周波数の時間変化が線形の応答信号を生成し、当該応答信号を前記レーダ部
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へ送信する。
【００１２】
　これにより、非線形の送信信号に対して線形の応答信号を送信しても応答信号のピーク
部分を検出可能であることから、レーダ部の性能を確認するという機能を適切に発揮させ
つつ、レーダパフォーマンスモニタの構成を簡単にすることができる。
【００１３】
　前記のレーダパフォーマンスモニタにおいては、時間と周波数の関係を示すグラフにお
いて、前記レーダ部が使用された時間に応じて前記送信信号の波形が遷移する方向と、前
記応答信号の傾きと、が一致する。
【００１４】
　これにより、時間の経過により送信信号又は応答信号の周波数が変化した場合であって
も、応答信号生成部が送信する信号を変更することなく、レーダパフォーマンスモニタと
しての機能を発揮させることができる。
【００１５】
　前記のレーダパフォーマンスモニタにおいては、時間と周波数の関係を示すグラフにお
いて、前記送信信号の波形は、中心周波数に該当する箇所を対称点とした点対称であり、
前記応答信号の波形は、前記送信信号の中心周波数に該当する箇所に沿う直線であること
が好ましい。
【００１６】
　これにより、送信信号又は応答信号の周波数の変化に応答信号を追従させなくて良いと
いう効果を、パルス圧縮レーダ装置において通常用いられる波形の送信信号において実現
することができる。
【００１７】
　前記のレーダパフォーマンスモニタにおいては、前記応答信号生成部は、前記応答信号
の周波数の時間変化率を変更可能であることが好ましい。
【００１８】
　これにより、レーダ部が送信する送信信号が切り替えられたり、レーダパフォーマンス
モニタが他のレーダ装置に取り付けられたりした場合であっても、容易に対応することが
できる。
【００１９】
　前記のレーダパフォーマンスモニタにおいては、前記応答信号生成部は、前記応答信号
の周波数を変更する機能である周波数スイープ機能を有している位相同期回路を備えるこ
とが好ましい。
【００２０】
　これにより、簡単な制御で、周波数の変化が線形の信号を生成することができる。
【００２１】
　前記のパルス圧縮レーダ装置においては、以下の構成とすることが好ましい。即ち、こ
のパルス圧縮レーダ装置は、前記のレーダパフォーマンスモニタと、レーダ部と、を備え
る。前記レーダ部は、前記送信信号を送信するとともに前記応答信号を受信して、当該応
答信号に対して、前記送信信号に基づいた波形に基づいたパルス圧縮処理を行う。
【００２２】
　これにより、簡単な構成のレーダパフォーマンスモニタを備えたパルス圧縮レーダ装置
が実現できる。
【００２３】
　本発明の第２の観点によれば、以下のレーダパフォーマンス測定方法が提供される。即
ち、このレーダパフォーマンス測定方法は、送信工程と、受信工程と、応答工程と、解析
工程と、を含む。前記送信工程では、パルス圧縮レーダ装置のレーダ部から周波数の時間
変化が非線形の送信信号を送信する。前記受信工程では、前記パルス圧縮レーダ装置のレ
ーダパフォーマンスモニタで前記送信信号を受信する。前記応答工程では、前記レーダパ
フォーマンスモニタから、前記送信信号への応答として、周波数の時間変化が線形の応答
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信号を前記レーダ部へ送信する。前記解析工程では、前記応答信号に対して、前記送信信
号に基づいたパルス圧縮処理を行う。
【００２４】
　これにより、非線形の送信信号に対して線形の応答信号を送信しても応答信号のピーク
部分を検出可能であることから、レーダパフォーマンスモニタとしての機能を適切に発揮
させつつ、レーダパフォーマンスモニタの構成を簡単にすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の一実施形態に係るパルス圧縮レーダ装置の構成を示すブロック図。
【図２】パルス圧縮処理を説明する図。
【図３】送信信号と応答信号の周波数の時間変化を示すグラフ。
【図４】応答信号の表示例を示すレーダ映像。
【図５】線形と非線形の応答信号をパルス圧縮処理した処理後信号を示すグラフ。
【図６】送信信号又は応答信号の周波数が変化したときの様子を示すグラフ。
【図７】パルス圧縮レーダ装置の変形例を示すブロック図。
【図８】従来のパルス圧縮レーダ装置を示すブロック図。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　次に、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。図１は、本発明の一実施形態に
係るパルス圧縮レーダ装置１の構成を示すブロック図である。
【００２７】
　本実施形態のパルス圧縮レーダ装置１は、船舶に搭載されるタイプのレーダ装置であり
、パルス長の長い電波（送信信号）を送信するとともに、その受信信号にパルス圧縮処理
を行って解析することで、物標の位置や速度を検出することができる。また、パルス圧縮
レーダ装置１は、電波の送受信を行うレーダ部１０と、レーダ部１０の性能を確認するた
めのＰＭ部（レーダパフォーマンスモニタ）３０と、制御回路４０と、を備えている。
【００２８】
　レーダ部１０は、送信信号を送信するための構成として、送信信号生成回路１１と、Ｄ
／Ａコンバータ１２と、ミキサ１３と、局部発振器１４と、送信アンプ１５と、サーキュ
レータ１６と、レーダアンテナ１７と、を備える。
【００２９】
　送信信号生成回路１１は、予め設定された波形（周波数の時間変化）の送信信号を生成
する。本実施形態では、送信信号生成回路１１は、非線形の送信信号を生成して、Ｄ／Ａ
コンバータ１２へ出力する。Ｄ／Ａコンバータ１２は、送信信号生成回路１１が生成した
送信信号をデジタル信号からアナログ信号へ変換して、ミキサ１３へ出力する。
【００３０】
　局部発振器１４は、発振器２５と、ＰＬＬ（位相同期回路）－ＩＣ２６と、ＶＣＯ（電
圧制御発振器）２７と、を備えている。
【００３１】
　発振器２５は、所定の周波数の信号を発生させることができる。ＰＬＬ－ＩＣ２６は、
ＶＣＯ２７を制御して、このＶＣＯ２７から局部発振器信号（局発信号）を出力する。
【００３２】
　ミキサ１３は、Ｄ／Ａコンバータ１２から入力された送信信号を、局部発振器１４が出
力する局発信号と混合する。これにより、送信信号の周波数を送信周波数まで引き上げる
ことができる。ミキサ１３は、周波数が引き上げられた送信信号を送信アンプ１５へ出力
する。送信アンプ１５は、この送信信号を増幅し、サーキュレータ１６を介して、レーダ
アンテナ１７から外部へ送信する。この送信信号は、前述のように非線形の信号である（
図３のＲ*（ｔ）を参照）。
【００３３】
　レーダアンテナ１７は、上記のように送信信号を送信し、この送信信号が物標（エコー
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源）に反射して戻ってきた反射信号を受信信号として受信するように構成されている。ま
た、レーダアンテナ１７は、所定の回転速度で水平面内を回転しながら、電波の送受信を
繰り返し行うように構成されている。以上の構成で、自船を中心として水平面内を３６０
°にわたってスキャンし、周囲の物標の様子を取得することができる。
【００３４】
　サーキュレータ１６は、送信アンプ１５からの高エネルギーの送信信号が受信側の回路
に入力されないように、かつ、受信信号が受信側の回路に適切に入力されるように、信号
の経路を適宜切り替えることができる。
【００３５】
　次に、レーダアンテナ１７が受信した受信信号を処理する構成について説明する。レー
ダ部１０は、受信信号を処理するための構成として、受信アンプ１８と、ミキサ１９と、
Ａ／Ｄコンバータ２０と、信号処理回路２１を備えている。
【００３６】
　受信アンプ１８は、受信信号の信号レベルを増幅する処理を行う。この受信アンプ１８
を経由することで、微弱な受信信号の信号レベルを後段の処理が行える程度まで増幅する
ことができる。受信アンプ１８によって、増幅された受信信号は、ミキサ１９へ出力され
る。
【００３７】
　ミキサ１９は、ミキサ１３と同様に、受信信号と局部発振器１４の局発信号とを混合す
ることで、受信信号の周波数を引き下げることができる。ミキサ１９は、周波数が引き下
げられた受信信号をＡ／Ｄコンバータ２０へ出力する。Ａ／Ｄコンバータ２０は、周波数
が引き下げられた受信信号をアナログ信号からデジタル信号へ変換する。
【００３８】
　信号処理回路２１は、Ａ／Ｄコンバータ２０から入力された受信信号に送信信号等を考
慮してパルス圧縮処理を行う。パルス圧縮処理とは、図２に示すように、受信信号と、送
信信号の複素共役と、に基づいて、パルスを圧縮（復号）して処理後信号を得る処理であ
る。信号処理回路２１は、この処理後信号に基づいて、レーダ映像を作成する。
【００３９】
　具体的には、信号処理回路２１は、レーダアンテナ１７が送信信号を送信したタイミン
グと、反射信号を受信したタイミングと、の時間差に基づいて物標までの距離を求める。
また、信号処理回路２１は、信号を探知した際のレーダアンテナ１７の向きに基づいて当
該物標の方向を取得する。以上のようにして、信号処理回路２１は、レーダ映像を生成し
、図略の表示部にレーダ映像を表示する。
【００４０】
　次に、ＰＭ部３０について説明する。ＰＭ部３０は、応答信号生成部３１と、応答アン
プ３５と、スイッチ３６と、ＰＭアンテナ３７と、検波器（受信部）３８と、を備えてい
る。
【００４１】
　応答信号生成部３１は、応答信号を生成するための構成として、発振器３２と、ＰＬＬ
－ＩＣ３３と、ＶＣＯ３４と、を備えている。
【００４２】
　発振器３２は、所定の周波数の信号を発生させることができる。ＰＬＬ－ＩＣ３３は、
ＶＣＯ３４を制御して、このＶＣＯ３４から応答信号を出力する。本実施形態では、ＶＣ
Ｏ３４は、時間に応じて周波数が変化するとともに、その変化量が一定である線形の応答
信号を出力する（図３のＥ（ｔ）を参照）。
【００４３】
　なお、本実施形態では、レーダ部１０が非線形信号を送信する構成であるにもかかわら
ず、ＰＭ部３０が線形信号を送信する構成である。しかし、レーダ部１０の性能を適切に
検出することができる（理由は後述）。
【００４４】
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　また、ＰＬＬ－ＩＣ３３は、出力する信号の周波数を変更可能な機能である周波数スイ
ープ機能を有しているため、時間とともに周波数が変化する上記の信号を容易に生成する
ことができる。応答信号生成部３１が生成した線形の応答信号は、応答アンプ３５へ出力
される。
【００４５】
　応答アンプ３５は、この応答信号を増幅し、スイッチ３６へ出力する。スイッチ３６は
、応答信号をＰＭアンテナ３７へ伝達する状態と、ＰＭアンテナ３７が受信した信号（レ
ーダ部１０が送信した送信信号）を検波器３８へ出力する状態と、を切り替えることがで
きる。
【００４６】
　スイッチ３６は、通常は、ＰＭアンテナ３７が受信した信号を検波器３８へ出力する状
態となっている。そして、ＰＭ部３０は、レーダ部１０の送信信号を受信したと検波器３
８が判断した場合、スイッチ３６を切り替えて、応答信号をレーダ部１０（レーダアンテ
ナ１７）へ送信する。
【００４７】
　レーダ部１０は、この応答信号を受信し、上記のパルス圧縮処理等を行ってレーダ映像
を作成する。ユーザは、このレーダ映像を確認することで、レーダ部１０の性能を確認す
ることができる。図４は、応答信号のレーダ映像の例を示している。この例では、ＰＭ部
３０は、応答信号を連続して複数回送信しており、後に送信する応答信号程、信号の強度
を低下させている。この構成により、応答信号のエコーの表示数に基づいて、レーダ部１
０の受信感度を確認することができる。なお、送信信号の強度に応じてＰＭ部３０が応答
信号の送信タイミングを変化させることで、レーダ部１０の送信強度を確認することもで
きる。
【００４８】
　次に、本実施形態の構成と、従来の構成と、を比較して説明する。
【００４９】
　初めに、従来のパルス圧縮レーダ装置１について簡単に説明する。従来のＰＭ部３０は
、図８に示すように、本実施形態のＰＭ部３０の構成に加え、応答信号生成回路６１と、
Ｄ／Ａコンバータ６２と、ミキサ６３と、を備える。また、従来のパルス圧縮レーダ装置
１は、レーダ部１０の局部発振器１４とＰＬＬ－ＩＣ３３とを接続する回路が形成されて
いる。
【００５０】
　応答信号生成回路６１は、送信信号生成回路１１と同様に、非線形の応答信号を生成す
ることができる。Ｄ／Ａコンバータ６２は、この応答信号をデジタルからアナログへ変換
する。ミキサ６３は、局部発振器１４の出力する局発信号等に基づいて、応答信号の周波
数を引き上げる。
【００５１】
　このように、従来の構成は、複雑な応答信号を生成するための装置が必要となる。また
、従来のＰＭ部３０は、レーダ部１０と周波数を揃えるために、レーダ部１０から局発信
号を受信する回路が必要となる。
【００５２】
　従来のパルス圧縮レーダ装置１は、上記の構成により送信信号と同一の周波数（同一の
波形）の応答信号を送信することができる。従って、この応答信号に上述のパルス圧縮処
理を行うことにより、高精度な処理後信号を得ることができる（図５の破線を参照）。
【００５３】
　次に、本実施形態の送信信号と応答信号の波形について詳細に説明する。図３に示すよ
うに、送信信号（Ｒ*（ｔ））は、中心周波数を示す箇所を対称点とした点対称の波形と
なっている。一方、応答信号（Ｅ（ｔ））は、送信信号の中心周波数を示す箇所と交わり
、かつ、送信信号の中心周波数を示す箇所の傾きと同じ傾きとなるように（沿うように）
設定された波形となっている。つまり、応答信号は、送信信号の中心周波数の近傍におい
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て、当該送信信号に近似した波形となっている。
【００５４】
　これにより、この応答信号にパルス圧縮処理を行うことで、ピークを持った処理後信号
を得ることができる（図５の実線を参照）。図５に示すように、従来の構成の方がエコー
を高精度に検出することができる。しかし、レーダパフォーマンスモニタにおいては、ピ
ークの位置が分かれば（即ち、ピークの位置がノイズフロアより高ければ）十分であるた
め、本実施形態の構成であってもレーダ部１０の性能を適切に確認することができる。
【００５５】
　そして、本実施形態の構成は、従来のような応答信号生成回路６１、Ｄ／Ａコンバータ
６２、ミキサ６３、局部発振器１４とＰＬＬ－ＩＣ３３とを接続する回路、が不要である
。従って、本実施形態の構成を採用することで、レーダ部１０の性能を確認するという機
能を適切に発揮させつつ、レーダパフォーマンスモニタの構成を簡単にすることができる
。
【００５６】
　従来の構成は、局部発振器１４（発振器２５）が出力した信号をＰＬＬ－ＩＣ３３へ出
力しているが、水晶発振器が使用された時間に応じて、送信信号と応答信号の周波数がズ
レてしまう場合がある（経時変化特性）。この場合、図６に示すように、送信信号（Ｒ*

（ｔ））と応答信号（Ｅ’’（ｔ））とはズレ量が少しではあるが、処理後信号が大幅に
歪んだりピークが大幅に劣化したり（なくなったり）することが考えられる。なお、水晶
発振器は、時間の経過だけでなく、例えば周囲の温度の変化等によっても信号の周波数が
ズレることがある。
【００５７】
　そのため、応答信号のエコーが弱くなった（消えた）場合、送信信号又は応答信号の周
波数のズレによるのか、レーダ部１０の受信系統によるのか、が不明であり、レーダ部１
０の性能を適切に確認することができなくなる。
【００５８】
　これに対し、本実施形態では図６に示すように、送信信号（Ｒ*（ｔ））の周波数が遷
移する方向（中心周波数における傾き）と、応答信号（Ｅ（ｔ））の傾きと、が一致して
いる。従って、送信信号の周波数がズレた場合であっても、送信信号は応答信号に沿って
遷移するだけなので、処理後信号は同様の形状を示す。つまり、本実施形態の構成は、特
別な同期処理を行うことなく、発振器の経時変化特性等の影響を無くすことができる。
【００５９】
　以上に説明したように、本実施形態のＰＭ部３０は、検波器３８と、応答信号生成部３
１と、を備える。検波器３８は、パルス圧縮レーダ装置１のレーダ部１０が送信した、周
波数の時間変化が非線形の送信信号を受信する。応答信号生成部３１は、検波器３８が受
信した送信信号への応答として、周波数の時間変化が線形の応答信号を生成し、当該応答
信号をレーダ部１０へ送信する。
【００６０】
　これにより、非線形の送信信号に対して線形の応答信号を送信しても応答信号のピーク
部分を検出可能であることから、レーダ部の性能を確認するという機能を適切に発揮させ
つつ、レーダパフォーマンスモニタの構成を簡単にすることができる。
【００６１】
　以上に本発明の好適な実施の形態を説明したが、上記の構成は例えば以下のように変更
することができる。
【００６２】
　応答信号生成部３１の構成は、上記で説明した例に限られず、図７に示すように、ＤＤ
Ｓ（ダイレクトデジタルシンセサイザ）５１を用いて応答信号を生成する構成であっても
良い。
【００６３】
　また、ＰＬＬ－ＩＣ３３は、周波数スイープ機能を有していない構成であっても良い。
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また、各種発振器は、水晶発振器だけでなく、ルビジウム等を用いた他の原子発振器であ
っても良いし、リングオシレータ等のデジタル制御発振器であっても良い。
【００６４】
　送信信号生成回路１１が生成する波形は上記で示した例でなくても良い。
【００６５】
　本発明は、船舶用レーダ装置に限られず、灯台等に設置され、移動体の位置等を監視す
るレーダ装置であっても良い。また、船舶以外の移動体、例えば、航空機、自動車等に搭
載される構成であっても良い。
【符号の説明】
【００６６】
　１　パルス圧縮レーダ装置
　１０　レーダ部
　３０　ＰＭ部（レーダパフォーマンスモニタ）
　３１　応答信号生成部
　３５　応答アンプ
　３６　スイッチ
　３７　ＰＭアンテナ
　３８　検波器（受信部）
　４０　制御回路

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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